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道内景気は、持ち直しの動きが一服している。

需要面をみると、個人消費は、消費税増税前の駆け込み需要の反動から、百貨店販売や自

動車販売が落ち込んでいるものの、足元ではその影響も薄れている。住宅投資は駆け込み需

要の反動減から、持家を中心に前年を下回っている。公共投資は前年を上回っている。輸出

は北米向けが増加した一方、アジア向けが減少した。

生産活動は低下している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いてい

る。企業倒産は件数、負債金額とも減少している。
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持家 貸家 給与 前年同月比（右目盛） 分譲 
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①大型小売店販売額～２か月連続で減少

５月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比▲０．４％）は、２か月連続で前年を下

回った。

百貨店（前年比▲４．９％）は、衣料品、飲

食料品、身の回り品、その他のすべての品目

で前年を下回った。スーパー（同＋０．８％）

は、衣料品、その他の品目が前年を下回った

が、飲食料品、身の回り品が前年を上回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋４．７％）

は、８か月連続で前年を上回った。

②住宅投資～５か月連続で減少

５月の新設住宅着工戸数は、２，５５９戸（前

年比▲１１．１％）と５か月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、貸家（同＋６．４％）は

増加したが、持家（同▲２９．６％）、分譲（同

▲１９．３％）が減少した。

１～５月累計では、１０，８０４戸（前年比

▲７．４％）と前年を下回って推移している。

利用関係別では、貸家（同＋５．３％）は増加

しているが、持家（同▲１８．９％）、分譲（同

▲２５．８％）が減少している。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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（資料：�北海道観光振興機構）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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（資料：函館税関）

③公共投資～４か月連続で増加

６月の公共工事請負金額は、１，３５３億円

（前年比＋６．６％）と４か月連続で前年を上

回った。

発注者別では、国（前年比▲２８．３％）は前

年を下回ったが、市町村（同＋４０．１％）、北

海道（同＋４．４％）が前年を上回った。

１～６月累計では、請負金額５，４３６億円

（前年比＋２０．３％）と前年を上回って推移し

ている。

④来道客数～２７か月連続で前年を上回る

５月の来道客数は、９９１千人（前年比

＋０．１％）と２７か月連続で前年を上回った。

１～５月累計では、４，４２６千人と前年を

３．２％上回っている。

５月の新千歳空港輸送旅客数は、前年に比

べ１．７％増加した。国内線（前年比＋０．３％）、

国際線（同＋２６．２％）ともに前年を上回っ

た。

⑤貿易動向～輸出は４か月ぶりに減少

５月の道内貿易額は、輸出が前年比７．３％

減の３１４億円、輸入が同４０．０％減の９１４億円と

なった。

輸出は自動車の部分品などが増加したが、

鉱物性タール及び粗製薬品、一般機械などが

減少し、４か月ぶりに前年を下回った。輸入

は製油所の再編から原油及び粗油が大幅に減

少するなどし、２か月連続で前年を下回っ

た。

道内経済の動き
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⑥鉱工業生産～２か月ぶりに上昇

５月の鉱工業生産指数は９８．２（前月比

＋２．２％）と２か月ぶりに上昇した。前年比

（原指数）では▲３．７％と２か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、金属製品工業、

鉄鋼業など３業種が低下したが、食料品工

業、パルプ・紙・紙加工品工業、窯業・土石

製品工業など１３業種が上昇した。

⑦雇用情勢～改善が続く

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．７６倍（前年比＋０．１５ポイント）と５２か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比８．２％の増加とな

り、５２か月連続して前年を上回った。業種別

では、医療・福祉（前年比＋１１．７％）、サー

ビス業（同＋１６．３％）、卸売業・小売業（同

＋１５．４％）などが増加した。

⑧倒産動向～件数は２か月連続で減少

６月の企業倒産は、件数が２６件（前年比

▲２３．５％）、負債総額が２２億円（同▲７２．２％）

となった。件数は２か月連続で減少、負債総

額は８か月連続で前年を下回った。

業種別では、小売業が８件、卸売業が５件

などとなった。

道内経済の動き
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原油価格 
の高騰 

１．平成２６年４～６月期実績

前期に比べ、売上DI（△１０）は２７ポ

イント、利益DI（△２０）は２５ポイント

それぞれ低下した。消費税率引き上げの

影響などから、売上DIは５期ぶり、利

益DIは４期ぶりにそれぞれマイナスに

転じた。

２．平成２６年７～９月期見通し

売上DI（△１）は９ポイント、利益

DI（△８）は１２ポイントそれぞれ上昇

する見通しである。駆け込み需要の反動

減が薄れ、業況は持ち直すと見る企業が

多い。

定例調査

売上DIは５期ぶりのマイナス
第５３回 道内企業の経営動向調査

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年８月号
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第５３回定例調査
（２６年４～６月期実績、２６年７～９月期見通し）
判断時点
平成２６年６月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４４４ １００．０％
札幌市 １７３ ３９．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８７ １９．６
道 南 ３８ ８．６ 渡島・檜山の各地域
道 北 ７３ １６．４ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７３ １６．４ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７００ ４４４ ６３．４％
製 造 業 ２０７ １２０ ５８．０
食 料 品 ７５ ４２ ５６．０
木 材 ・ 木 製 品 ３４ ２２ ６４．７
鉄鋼・金属製品・機械 ５８ ３７ ６３．８
そ の 他 の 製 造 業 ４０ １９ ４７．５
非 製 造 業 ４９３ ３２４ ６５．７
建 設 業 １２８ ９０ ７０．３
卸 売 業 １０４ ６８ ６５．４
小 売 業 ９３ ５４ ５８．１
運 輸 業 ５０ ３２ ６４．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２３ ６５．７
その他の非製造業 ８３ ５７ ６８．７

＜図表２＞業種別の要点

要 点（平成２６年４～６月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２６年
１～３ ４～６ ７～９

見通し

２６年
１～３ ４～６ ７～９

見通し

全産業 個人消費関連の業種中心に業況後退 １７ △１０ △１ ５ △２０ △８

製造業 金属製品、機械メーカーが売上伸ばす １１ △９ ５ ４ △２０ △３

食料品 個人消費落ち込みの影響を受ける △７ △２７ △２ △１９ △３４ △７

木材・木製品 製材業で駆け込み需要の反動減 ４６ △１８ １８ １３ △２７ ９

鉄鋼・金属製品・機械 公共工事などの需要を取り込む １７ ２７ １９ １４ ８ ０

非製造業 建設業の売上が堅調 １９ △１１ △３ ５ △２０ △１０

建設業 設備工事業が好調。一般土木は収益性
悪化 ６ １２ ０ △１ △１ △１１

卸売業 食品卸が不振。建材卸、鋼材卸も反動
減 ２４ △２４ △７ １３ △２５ △１２

小売業 自動車販売店などで反動減。燃料店は
減益 ３５ △２１ △４ ３ △３４ △１３

運輸業 旅客運送、貨物運送とも苦戦 １６ △３１ △３ △９ △３４ △９

ホテル・旅館業 観光ホテルの落ち込みが顕著 １８ △４３ △９ １４ △５２ △１０

調 査 要 項
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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＜図表１０＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（５８％） ＋１ 製造業（７２％）では４業種すべてで１位。原価上昇への懸念は引き続
き強い

�諸経費の増加（４３％） △２ やや低下したものの、ホテル・旅館業（７４％）では２８ポイント上昇

�人手不足（４０％） ＋５ 非製造業（４５％）で６ポイント上昇。建設業（７２％）、運輸業
（５３％）の人手不足続く

�過当競争（３３％） ±０ 小売業（５２％）で１０ポイント低下するも依然１位

�人件費増加（３０％） ＋４ ３期連続で増加。人手不足感の強まりとともに上昇傾向

�売上不振（２９％） ＋２ ホテル・旅館業（４４％）、食料品製造業（４３％）でウェイト高い

＜図表１１＞当面する問題点（上位項目）の推移
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
①
５８
（５７）

①
７２
（７１）

①
７４
（７９）

①
７３
（７９）

①
６５
（５４）

①
７９
（７５）

①
５３
（５２）

②
６６
（５８）

①
５４
（５８）

③
３７
（４４）

①
７２
（６６）

②
５７
（５９）

３２
（３２）

�諸経費の増加
②
４３
（４５）

②
４８
（４５）

②
６０
（６０）

②
３６
（３３）

③
３５
（３４）

②
５８
（４５）

③
４２
（４５）

３１
（３３）

③
３７
（４０）

②
４２
（４４）

②
５３
（７２）

①
７４
（４６）

①
４５
（５３）

�人手不足
③
４０
（３５）

２８
（２６）

４１
（２４）

２３
（２９）

２４
（３４）

１１
（１５）

②
４５
（３９）

①
７２
（７１）

２１
（１７）

３１
（２０）

②
５３
（４４）

③
４８
（３２）

②
４１
（３６）

�過当競争 ３３
（３３）

１８
（１８）

１９
（１７）

１４
（１７）

１４
（２０）

③
３２
（２０）

３８
（３９）

③
４６
（４１）

③
３７
（３２）

①
５２
（６２）

６
（１６）

２６
（２７）

③
３８
（３６）

�人件費増加 ３０
（２６）

③
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③
２７
（１７）

②
４１
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（３０）

１６
（２２）
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（１５）

２２
（２２）

３０
（２７）

３２
（２８）

�売上不振 ２９
（２７）

３２
（３１）

③
４３
（４１）

③
２７
（２１）

２４
（２０）

２６
（４５）

２８
（２５）

２１
（２５）

②
３９
（３０）

３３
（３０）

１６
（１９）

４４
（２３）

２１
（１９）

�販売価格低下 １１
（１４）

１０
（１７）

１４
（１７）

－
（１３）

１１
（１７）

１１
（２５）

１２
（１３）

９
（７）

１５
（２０）

１２
（２１）

６
（３）

２６
（２３）

１１
（４）

	価格引き下げ要請 ９
（１１）

１１
（８）

７
（１０）

５
（４）

２４
（１１）

－
（５）

８
（１２）

９
（１３）

１６
（１７）

４
（１０）

３
（６）

４
（－）

５
（１３）


資金調達 ６
（６）

７
（８）

２
（１４）

９
（４）

１１
（６）

５
（５）

６
（６）

３
（６）

８
（８）

８
（５）

９
（－）

－
（５）

５
（６）

�設備不足 ４
（７）

７
（８）

１０
（５）

５
（８）

８
（１７）

－
（－）

４
（６）

１
（２）

３
（２）

４
（７）

６
（６）

１７
（２３）

－
（１１）

�代金回収悪化 ２
（４）

１
（２）

２
（５）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

３
（５）

１
（－）

９
（１３）

－
（７）

３
（－）

－
（－）

－
（４）


その他 ３
（３）

５
（３）

５
（２）

５
（－）

５
（－）

５
（１０）

２
（３）

２
（２）

５
（３）

－
（５）

－
（－）

－
（５）

４
（２）

＜図表１３＞地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２５年
７～９１０～１２

２６年
１～３４～６７～９

見通し

２５年
７～９１０～１２

２６年
１～３４～６７～９

見通し

２５年
７～９１０～１２

２６年
１～３４～６７～９

見通し

全 道 １９ １９ １７ △１０ △１ ４ １ ５ △２０ △８ ３４ ４０ ３３ ３４ ３２（３０）

札幌市 ２０ ２６ ２５ △３ ５ ５ ４ １０ △１７ △４ ３５ ４２ ３６ ３９ ３７（２４）

道 央 １９ ２２ ８ ５ １ △１０ ３ ０ △１２ △５ ３８ ４０ ２８ ３９ ３９（３０）

道 南 ３ △９ △１４ △３４ △８ ３ △１２ △２６ △４３ △２２ ３３ ２２ ３２ １９ ２２（２７）

道 北 ３５ ２９ ２３ △１３ △６ １９ ２ ８ △１４ △１３ ３２ ４７ ３２ ３１ ２８（３５）

道 東 １５ １ １９ △３１ △８ ９ △４ １１ △３３ △１１ ２７ ３６ ３３ ２９ ２２（３８）
（ ）内は設備投資未定企業

＜図表１２＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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今回の調査では、消費税率引き上げ等の影響を受け、食料品製造業や卸・小売業、ホテ

ル・旅館業の業況落ち込みが目立ちました。原材料価格や燃料価格の上昇、人手不足などを

経営面の不安材料に挙げる声も根強くありますが、今後は反動減の影響が薄れ、業況が持ち

直すと見込む企業が多いようです。在庫管理や経費削減といった収益対策はもちろんのこ

と、需要喚起のため営業面では新たな市場・顧客の開拓も重要になりそうです。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜食料品製造業＞

消費税率引き上げに伴い消費が落ち込んだ

ため、売上が減少した。顧客離れを食い止め

るために新商品の投入も考えていく。

＜水産加工業＞

道外の販売先では、価格が上昇しても末端

の消費者がついてくる。

＜水産加工業＞

パートが集まりにくい。人材派遣会社も人

集めに苦労しているようで、年末に向けた労

働力確保が心配。

＜水産加工業＞

前期決算は好調だったが、今後は原料価格

の高騰や人件費など諸経費の増加が経営に影

響してくる。

＜製材業＞

為替相場の影響で原材料費が上昇してい

る。当社は価格転嫁できているが、業界では

末端の顧客まではできていない。得意先の経

営が厳しくなると値下げに応じなければなら

ない可能性がある。

＜金属製品製造業＞

政府の経済対策などの効果が出ている。今

後の動向を見ながらではあるが、設備老朽化

の対策や人材確保を検討していく。

＜金属製品製造業＞

高齢化による技術継承が急務だが、人材の

確保もでき、来期以降成果が出てくると考え

ている。一方で、人件費増加をどのようにカ

バーしていくかが今後の課題である。

＜金属製品製造業＞

依然として価格競争が続いているが、道内

の土木工事の発注数が増えたことで、競争は

やや緩やかになっており、工事の積算段階か

らうまく営業できれば利益率の向上につなが

るだろう。

＜金属製品製造業＞

異業種への営業活動も少しずつ実を結び、

これまで当社では製造したことのない製品を

作る機会が増えている。将来を見据えて今後

も幅広く事業展開していきたい。

経営のポイント

新たな市場の開拓が重要に
〈企業の生の声〉
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＜印刷業＞

今後は製造コストの上昇が利益面にマイナ

スになると懸念している。製造業にとって、

動力費の値上がりは収益に大きく影響する。

＜建設業＞

今後はいかに専門作業員を囲い込み、資

材・機材の早期発注ができるかが重要。施工

主と綿密な打ち合わせを行い、価格や工期を

早期に決定することが望まれる。

＜建設業＞

公共工事が増加していると言われている

が、競争が激しく実感は少ない。また、今ま

での不況で人員や機械などを削減してきた結

果、人材やダンプの不足は深刻。

＜建設業＞

重機オペレーター等の建設技能労働者や営

業担当者の確保が難しく、通常の募集方法で

は応募が無い状況であり、採用に関して更な

る工夫が必要と感じている。

＜建設業＞

公共工事のほか民間工事も幅広く受注する

よう努力した結果、増収を見込んでいる。た

だし、原材料費や人件費の上昇もあり、次期

以降の収益面は厳しさが見込まれる。情報収

集能力をより高め、収益性を重視した受注に

努める。

＜住宅建築業＞

新規受注では駆け込み需要の反動減が見ら

れるが、昨年に契約した工事の中には４月以

降に完成する物件もあり、今後の売上自体は

前年並みで推移するだろう。ただし、工事原

価の上昇傾向は続くと予想され、いかに原価

を抑えながら経営の効率化を図るかがより重

要になる。

＜造園工事業＞

他社ではできない内容の提案など、技術力

を強調することで売上に繋げていく。

＜左官工事業＞

職人の賃金上昇や長期的な人材育成への投

資、加えて材料費の高騰などの要因が収益面

の重荷となっているが、職人の確保や人材育

成は喫緊の課題であり力を入れていく。

＜穀物卸売業＞

消費税率引き上げも重なったことから、末

端では原材料高にも関わらず商品に価格転嫁

できずにいる業者もあり、支払状況には注意

して取引している。

＜水産物卸売業＞

為替相場の円安傾向から輸入水産品の単価

高が続き、荷動きが悪く利益を上げにくく

なっている。今後は、相場の推移を見極めて

在庫水準を適正に保つことが重要になる。

経営のポイント
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＜鋼材卸売業＞

３月は消費税率引き上げ前の駆け込み需要

等の要因で売上が大幅増加したが、４月は反

動で減少している。平均するとほぼ計画通り

の推移であり、引き続き個社別にきめ細かな

営業を行う。

＜建材卸売業＞

住宅建築はさほど消費税率引き上げの影響

を受けていないが、基礎工事などの職人不足

によって受注の増加には至らない。自社で職

人を抱えるなどの対策も必要だろう。

＜塗料卸売業＞

販売数量の伸びは期待できないので、商品

の見直しなどを行うことにより、利益率を高

めることに重点を置いている。

＜機械器具卸売業＞

３月までは消費税率引き上げ前の駆け込み

需要から売上は堅調に推移したが、４月以降

は反動減も見られる。収益面は資材価格など

の高騰により利益率が低下傾向で、省エネ等

の細かいところから対策を講じている。ま

た、営業活動も新たな市場の開拓にシフトし

ていく方針である。

＜業務用製品卸売業＞

消費税率引き上げの反動による既存取引先

からの受注減少を、新規取引先からの受注増

加によりカバーしている。昨年来強化してき

た新規開拓の成果が着実に現れている。

＜包装資材卸売業＞

仕入価格や輸送コストの上昇をすぐに価格

転嫁することが難しい。収益確保のため、在

庫の圧縮や自社車両での配送を減らすことに

努める。

＜食品スーパー＞

小売業は従来から競争が激しく、業界を超

えた新規参入がある。地元の行事や品質、価

格等に対するニーズを的確に捉えることが大

事と考えている。

＜食品スーパー＞

４月は消費税率引き上げにより売上高が減

少したが、５月は前年の売上を上回る店舗も

出てきている。

＜燃料小売業＞

地域人口の減少は不可避であり、このまま

では、現状の売上・利益の維持は難しいもの

になる。

経営のポイント
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＜自動車販売店＞

消費税率引き上げ後の反動減により厳しい

状況が続くと思われるが、外注作業の内製化

や品質向上のために設備投資や人員増加を計

画しており、売上増加と経費削減に結び付け

る。

＜運輸業＞

燃油代の高騰は運輸業にとって深刻な問

題。荷主には運賃改定を申し入れているが、

道内企業がどれくらい応じてくれるかが今後

の鍵となる。燃油代やフェリーのサーチャー

ジ料金の価格転嫁は、本州企業では受入れが

浸透しているが、道内企業は未だ厳しい。

＜運輸業＞

乗務員に対する業務管理基準の遵守が強く

求められ、運行コストへの影響は大きなもの

がある。運賃値上げを軸にしたコスト吸収策

を継続的に実施していく。

＜観光ホテル＞

法令の改正により貸し切りバス運賃が大幅

に上昇となり、旅行ツアー代金も上がって集

客が難しくなりそう。

＜観光ホテル＞

消費税率引き上げの影響からか、宿泊単価

が低く館内消費も不振。原材料仕入を含む経

費節減を図る。

＜建設機械リース＞

復興事業および道内公共事業の増加で、今

後の経営環境は良好に推移するものと予想し

ている。この機に保有設備の稼働率上昇を図

り、利益率の改善につなげていく。

＜飲食店＞

４月は消費税率引き上げの影響で客数は減

少したが、増税前にメニューを見直してお

り、単価は上昇して昨年並みの売上となっ

た。仕入原価がなかなか下がらないので、仕

入先の見直しを行っていく。

＜美容業＞

消費税率引き上げ後の４月は、駆け込み需

要の影響もあり売上は減少したが、５月に入

り徐々に売上も回復しつつある。美容業界は

退職率が高く、人材育成と定着率向上が最大

の問題点と認識している。

＜廃棄物処理業＞

昨年春からの廃棄物量の増加傾向は１年を

経過して一段落したように感じる。消費税率

引き上げによる反動により４月は廃棄物量が

著しく減少し、売上も前年を下回ったが、利

益ベースでは計画通り確保できており、想定

内の落ち幅になっている。

経営のポイント
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― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年８月号

新聞報道＜資料１＞によると、財務省は都道府県の４つの財政指標に数値基準を設ける検討に

入った。

地方財政において４指標と言えば、

「実質赤字比率」、「実質連結赤字比率」、

「実質公債費率」、「将来負担比率」のい

わゆる健全化判断比率を連想する方が多

いと思われるが、この報道が指している

ものは別物である。地方財政に関与する

省庁は総務省であるが、財務省／財務局

は、財政融資資金を通じ地方公共団体に

融資していることから、貸手の立場で独

自の手法により、貸出先の財務内容の把

握に努めてきた。財務省／財務局では、

地方財政状況調査（決算統計）のデータ

を組み換えて「行政キャッシュフロー計

算書」を作成しており、この行政キャッ

シュフロー計算書の作成を通じて算出さ

れる財務指標が、資料１でいうところの

『４指標』である。従来、対象は市区町

村が中心であったが、今後、これを都道

府県にも拡大を検討するということであ

ろう。

「行政キャッシュフロー計算書」の概

要については、拙稿『「行政キャッシュ

フロー計算書」のススメ』（調査レポート

２０１３年７月号 NO．２０４ http : / /www.

hokuyobank.co.jp/report/２０１３/No２０４．pdf）

をご参照願うこととし、本稿では４指標

と財務上の問題の関係について解説した

い。

レポート

「行政キャッシュフロー計算書」
の活用拡大

＜資料１＞ 平成２６年６月１９日 日本経済新聞朝刊４面
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指標 算式 意義・特徴

債務償還可能年数（年）＝
実質債務
行政経常収支

分母の行政経常収支が債務の償還原資を意味することから、債
務償還能力を表す。民間企業の財務分析に同様の概念あり。

実質債務月収倍率（月）＝
実質債務

行政経常収支÷１２
収入（月収）に対する債務の大きさを表す。企業会計でいうとこ
ろの有利子負債月商倍率（有利子負債総額÷月商）に近い概念。

積立金等月収倍率（月）＝
積立金等

行政経常収支÷１２
資金繰りリスクに対する耐久余力を表す。企業会計でいう手元
流動性比率（（現金＋預金＋有価証券）÷月商）に近い概念。

行政経常収支率（％） ＝ 行政経常収支
行政経常収入

償還原資の獲得能力と経常的な資金繰り状況の両方を表す。企
業会計でいうキャッシュフローマージン比率（キャッシュフ
ロー÷売上高）や経常利益率（経常利益÷売上高）、経常収支
比率（経常収入÷経常支出）に近い概念。

〈表１〉行政キャッシュフロー計算書上の４指標

（参考：財務省理財局）

行政キャッシュフロー計算書上の４指標は、＜表１＞のとおりである。これらの概念は、総じ

て企業会計で使用されるものに近い。

財務省／財務局では、貸手として償還確実性を確認する観点から、債務償還能力と資金繰り状

況の把握に努めているが、財務上の問題点は、「債務系統」、「積立系統」、「収支系統」の３つに

整理され、それらは具体的には４指標をもとに診断される。

例えば、「実質債務月収倍率」は債務の大きさを表しており、行政経常収入の２４か月分以上で

あれば債務高水準とされる。そこまで債務が大きくない場合でも、実質債務月収倍率が１８か月以

上かつ債務償還可能年数が１５年以上あれば債務高水準となる。すなわち、債務はその大きさだけ

でなく、償還原資も合わせてみており、逆に言えば、債務そのものは多少大きくても償還能力が

認められれば問題とはならない場合もあろう。

「行政経常収支率」は、返済財源の獲得能力を表すとともに経常的な収支状況を表しており、

マイナスの場合は収支低水準とされる。ただしプラスであっても、償還能力と合わせてみて、

１０％未満かつ債務償還可能年数が１５年以上の場合は、収支低水準とされる。

「積立金等月収倍率」は手元資金の厚みを表し、行政経常収入の１か月分未満であれば積立低

水準とされる。１か月分以上でも、３か月分未満かつ行政経常収支率が１０％未満であれば、積立

低水準とされる。すなわち、積立の大小だけでなく経常的な収支状況と合わせてみている。

尚、＜表２＞の診断基準値は市区町村のものである。
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債務償還能力

償還確実性

資金繰り状況

債務償還可能年数

実質債務月収倍率 行政経常収支率 積立金等月収倍率

債務高水準 収支低水準 積立低水準

〈表２〉償還確実性と財務上の問題点の関係

最終
目的

長期的視点 短期的視点
視点

経常的な収支
（動態分析）
経常的な収支
（動態分析）債務の大きさ 償還原資 資金繰り余力

（静態分析）

財務指標

財務上の問題

（債務系統） （収支系統） （積立系統）

①実質債務月収倍率が２４か月以上

②実質債務月収倍率が１８か月以上、

かつ、債務償還可能年数が１５年以上

①行政経常収支率が０％以下

②行政経常収支率が１０％未満、か

つ、債務償還可能年数が１５年以上

①積立金等月収倍率が１か月未満

②積立金等月収倍率が３か月未満、

かつ、行政経常収支率が１０％未満

診断
基準

（出典：財務省理財局）

行政キャッシュフロー計算書の特徴は、わかりやすい点である。仕組みや指標など分析手法

は、企業会計や民間企業の財務分析に通じる部分が多く、一般的なビジネスパーソンは理解しや

すいであろう。今後も、地方公共団体自身や市場関係者の理解が進み、行政キャッシュフロー計

算書の活用の場が拡大することを期待したい。

（�橋美樹）

＜参考文献＞

・「平成２４年度地方公共団体の財務状況把握結果について」 財務省理財局

・「地方公共団体向け財政融資 財務状況把握ハンドブック 平成２５年６月改訂」 財務省理財局
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世代交代期を迎えた中小企業の事業承継問題が、年々深刻になっています。自社株式や相続税

などの財産的な承継の前段階に位置する「後継者の発掘・育成」が上手く進まないケースが増え

ているからです。「子供に継いで欲しいが本人にその気がない」、「社員の中にも後継候補者を見つ

けられない」、「後継候補者は、幹部としては及第点だが、会社全体を安心して任せられるレベル

に至っていない」、そんな経営者の悩みを耳にする機会が非常に増えています。

後継者問題で躓くケースの大きな共通点は、後継者問題の解決に長い時間を要することに気付

けず、手遅れになってしまっていることです。自分の子供を後継者候補として考えるならば、子

供が大学に入学する位の年齢から後継者問題が開始していると言えます。また、具体的に後継体

制を構築するのは簡単なことではなく、早くても５年、長ければ１０年、１５年と長い時間を要する

ものです。自分の経営力のピークを迎える５０歳前後から少しずつ準備を開始しなければならない

ことになります。４０代・５０代の経営者の皆様にも、是非そのことにお気付き頂きたいと思いま

す。

１．事業承継問題の全体像と問題解決のための手順

事業承継問題は、解決しなければならない要素が多数あり、相互に関連性を有しています。例

えば、後継者が確定していなければ、自社株を移転する相手やタイミングが決められないので、

対策（評価引下と移転）を実施することができないことになります。そこで、まず初めに、全体

像と問題解決の手順をご理解頂くため、フローチャート形式で、事業承継問題を俯瞰的にご説明

致します。

経営のアドバイス

深刻化する事業承継問題
～解決のための最新処方箋～

株式会社むらずみ経営
税理士法人むらずみ総合事務所

代表取締役・代表社員税理士 玉木 祥夫
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息子や娘（娘婿を含む）などの親族を後継者に選ぶ可能性がありますか？

はい
いいえ

「命」と同じように「事業」をリレーする
ことの重要性に、自ら気付けるような経験

を積ませることが重要です。

親族後継候補者を入社させる前に、社
歴の長い同業・類似他社で勤務するこ
となど、何が効果的な方法なのか良く
検討して実行します。
大学生など社会人になる前であれば、
歴史のある都市での海外留学なども効
果的かもしれません。

生抜社員への承継を
目指しますか？

外部承継へ
（後記）

いいえ

はい

血縁のない承継には、後継候補者にとっ
て「自分の人生を賭けよう！」と思える

位の魅力が必要です。

明確で分かり易いビジョン（承継し
て欲しい理念や理想、後継目標時
期、後継者の条件など）を明確に打
出す必要があります。
「出る杭」を更に引上げる人事（能
力・意欲のある若手社員には大きな
裁量を与える）で、誰が後継候補者
となり得るのかを早期に見極めるよ
うにします。

幹部候補としての実力が身に付いた段階
で、親族後継候補者を入社させます。

入社させるタイミングが、とても重要
です。実力不足なのに入社させると、
親族後継そのものが失敗する可能性が
高まります。
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後継候補者のための「経営力向上プログラム」を実行します。

愛情をもって（優しさと厳しさのバランス良い両面性）後継候補者の成長を支援する
責任者を明確にします。現経営者自身でも勿論構いませんが、親族後継候補者である
場合には、血縁のない他の経営幹部の方が望ましいケースもあります。
後継候補者の育成の場として有効な月例経営会議を開催します。
特別な事情がない限り、初めから全社を統括するようなポジションは避け、小さくて
も良いので後継候補者がリーダーシップを発揮しやすい組織（後継候補者にとって同
年代か年下のメンバー構成）を担当するようにします。
親族後継候補者である場合には、社内の様々な部署・ポジションの社員と気心が知れ
た関係になれるよう、ライン組織を横断して組織するプロジェクトや社内懇親会など
インフォーマルなイベントなどを効果的に活用します。

後継候補者が、「安心して経営を委ねられる」
と確信できる存在になりましたか？

（他の幹部・社員からの評価も加味すること）

経営力向上プログラム
の練直し

いいえ
外部承継へ
（後記）

承継までの時間的

猶予がない場合は

はい

後継候補者を後継者として決定したことを社内公表します。
経営権（代表権）を承継する時期を明確にしなければなりません。

自社株式（経営権の源泉）の計画的な移転を行なって事業承継を完了させます。

移転方法は、生前移転の方法としては売買と贈与、死亡移転の方法としては遺贈（遺
言による承継）と相続（相続人間の分割協議）があるので、より良い移転方法を検討
する必要があります。
後継者は、売買の場合には購入資金、それ以外の場合（低額譲渡の場合も含む）には
贈与税や相続税の納付資金が必要となる場合がありますので、後継者の資力や負担能
力を考慮する必要があります。これらの点を考慮し、段階的に移転することも少なく
ありません。
後継者の負担が過重である場合には、自社株式の評価引下げなどの相続税対策を並行
して実施する必要があります。
計画的な移転も順調に進んだら、後継者が新たに代表者となり、事業承継が一段落す
ることになります。
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外部承継（Ｍ＆Ａ）を目指す場合

大まかで構わないので承継目標時期を定め
外部承継企業にとって魅力ある企業になることを目指します。

製品やサービスそのもの、技法や製法、マーケティング手法、マネージメント手法などに
おいて独創性のある強みを意識した経営を行ないます。
売上規模のみを追うのではなく、経営効率向上の取組みに力を入れ、一定の利益やキャッ
シュフローを確保できる経営を目指します。
財務の即時性・正確性・透明性を向上させ（翌月５日までの正確な月次決算、不要在庫・
不良債権などの早期処理）、財務デューデリジェンスに耐えられる財務管理体制を確立し
ます。
株主との関係、取引先との取引関係や契約関係、社員との間の雇用関係や就業ルールなど
に存在する「曖昧さ」に起因するトラブル・リスクを解消し、法務デューデリジェンスに
耐えられる経営管理体制を確立します。

承継目標時期が近付いたら、外部承継企業の探索と交渉を開始します。

独創的な強みがある場合、積極的にM&A戦略を展開している上場会社も視野に入れま
す。
事業規模が大きくない場合には、同一商圏または近隣商圏の同業者や川上事業者に絞って
探索します。
一般的な中小企業にとってM&Aはイレギュラーな出来事なので、必要性に応じ、専門士
業（公認会計士・税理士・弁護士など）や金融機関などをM&Aアドバイサーとして起用
することが必要となります。

２．後継候補者の経営力向上を実現するための重要ポイント

（１）現経営者（譲る側）の心構え＝後継候補者の評価は長期的視点で

後継候補者が現経営者からのプレッシャーに耐えられず、精神的な病を患ったり、現経営者に

反発して会社を飛び出すケースが増えています。大きな成功を収めた現経営者の下で起きるケー

スが多く、どちらも、後継を失敗に終わらせる可能性が極めて高い致命的な出来事です。現経営

者は、次のような、これまで経験したことがない厳しい経営環境を考え、後継候補者の評価を、
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長期的視点で行うことが求められます。

①事業継承局面で求められる保守性と革新性の両面性

どの業界にも、従来のやり方に縛られず、人件費の安い人材を活用し、新たな生産方式やサー

ビス提供方式を採用して業績を伸ばす新興企業があります。一方、業歴の長い企業は、簡単に現

在の社員の人件費を削減できません。このように事業承継局面にある業歴の長い企業は、雇用面

では「可能な限り雇用を守る」と言う保守性を厳しく求められつつ、別な部分で革新性を問われ

るので、業績向上のハードルが高まるのです。

②若年人材の採用難

随分以前から指摘されていたことですが、少子化により若年人口が年々減少し、運輸業、建設

業、小売業、飲食業などで若年人材の採用難が深刻化しています。居酒屋などの飲食業では、人

手不足により閉店を余儀なくされる事態にも発展していて、「人手不足倒産」も現実味を帯びる

状況となっています。

（２）後継者の条件

後継者に求められる資質や能力については、様々な意見があることを承知の上で、筆者の意見

を述べさせて頂くと、次の３要素に凝縮されます。

後継者の条件 ＝ 背負う覚悟 × 自社事業分野での実力 × リーダーシップ

①背負う覚悟

既に述べたように、事業承継局面にある企業は、業歴の長い会社ならではの経営課題を抱える

中、後継者は様々な重圧に耐えながら、経営を切盛りしなければなりません。そんな厳しさを肌

で理解し、背負って行く覚悟を持った人物でないと、失敗に終わる可能性が高いのです。

②自社事業分野での実力

後継者は、幹部や一般社員からも「将来トップになるリーダー」として認められる存在でなけ

ればなりません。そのためには、何より自社の事業分野で通用する実力を持つことが必須となり

ます。それぞれの事業分野ならではの専門知識・技能・資格・経験があるだけでは不十分です。

それらを、生産・販売・サービスの第一線をキチンと統括できるマネージメント力、あるいは新

しいマーケットを開拓できる市場創造力・営業力として具体的に発揮できなければなりません。

③リーダーシップ

業歴の長い会社ならではの経営課題を抱える中、更なる存続・発展を実現するためには、周囲

や部下の意欲を鼓舞する力（リーダーシップ）が求められます。
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タイプ コミュニケーション 動機付けの手法 有効な場面

カリス
マ型

権力に基づく強い上下関係を
基本とし、情報発信が中心の
コミュニケーションだが、聞
く耳を持つ。しかし、異論に
はとても敏感で、持論でねじ
伏せる。

独特のオーラ（感化力）を
発揮し、強烈な理念やビ
ジョンで、部下を惹き付け
る。

中長期の大きな目標
に向かって力を結集
させる場面
価値観の合う有能な
人材を発掘する場面

ティー
チング
型

権力に基づく上下関係を基本
とし、双方向の綿密なコミュ
ニケーションのために、多く
の時間を費やす。異論には、
時間を掛け、自分の考えを理
解させる（説教的）。

細やかな指示・助言によ
り、相手の不安・疑問を払
拭し、部下が安心して取り
組める環境を作ることによ
り、部下の能力発揮を図
る。

経験のない業務・役
割を担当する部下に
接する場面
相手の抱える不安を
解消しなければなら
ない場面

コーチ
ング型

上下関係は緩やかで、コミュ
ニケーションは、質問とヒア
リングが中心である。相手に
困難や迷いがある場合や重要
点における意見相違がある場
合にのみ、自分の考えを伝え
る。

委ねることを基本とし、部
下が信頼・承認されている
環境を作ることにより、部
下の能力発揮を図る。

意欲も高く、能力的
にも十分な部下に接
する場面
部下の「気付き」を
重視する場面

（３）経営者としてのリーダーシップのあり方

リーダーとしての振舞いには、いくつかの類型があることが知られていますが、「このタイプ

が経営者として一番相応しい」と言う単純な正解はありません。重要なのは、経営状況（組織の

人的構成、業績など）や、相手（どんな部下なのか）に応じ、適切なリーダーシップを柔軟に発

揮できるようになることです。
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後継者に必要な能力 月例経営会議が能力育成に役立つ場面

財務状況の
的確な把握力

「前月までの業績確認」を議題とすることで、「自社にとって重要な
財務情報を読み取る力」を養うことができます。

「守り」の視点での
課題解決力

次の事項を議題とすることで、企業ガバナンス（将来の経営破綻リス
クを自己点検し、未然に手を打つこと）の視点での意思決定力や行動力
が向上します。
経営方針の不徹底
価値判断・優先順位判断の誤り
品質的異常やクレームへの対処
コンプライアンス上の問題

「攻め」の視点での
課題解決力

次の事項を議題とすることで、市場創造の視点での意思決定力や行動
力が向上します。
人的能力の向上・開発
具体的マーケット戦略
重要新規案件
経営と業務の効率化の施策
足らざる経営資源を補う提携戦略

経営状況の
モニタリング力

経営会議を有効に機能させるために、全社からタイムリーに必要な情
報が的確に集まり、かつ決定事項を的確に周知できる「報連相体制」が
構築されますので、経営状況のモニタリング力が養われます。

合意形成力

経営会議での決定事項は、参加者により「行動に移すべき事項」とし
て合意されなければなりません。効果的に議事を組立て司会進行する能
力、会議中のコミュニケーション能力、率先垂範する力など組織の中で
の合意形成力を高めることができます。最終的には、後継者が効果的に
経営会議を主宰できることが目標となります。

（４）後継候補者の育成に有効な月例経営会議

後継候補者の経営力を磨ける実践的な方法として非常に有効なのは、「意味のある経営会議」

を毎月開催し、経営者・幹部に交じって後継候補者をそこに参加させることです。実際の経営の

現場では、現経営者と後継候補者の間で、基本的な考え方（価値観）が相違する事柄も少なくな

く、意見を調整する場としても非常に有効に機能します。

３．自社株式の相続税対策の基本

（１）現状を分析すること

①財産評価と相続税の試算

自社株式の相続税評価額は、自社の業績のみならず、株式相場の変動により大きく変動する可

能性もありますので、毎事業年度終了後、株価評価を行い、他の資産の評価も加えて、相続税額
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と試算することが望まれます。

②納付困難度の判断

（Ａ） 一時納付困難額 ＝ 相続税試算額 － 納付充当可能な金融資産

（Ｂ） 延納納付可能額 ＝ 納税に回せる「後継者の可処分所得」×２０年（最長延納期間）

（Ａ）＞（Ｂ）で、その差額が大きい程、相続税対策の必要性が増します。

（２）株価引下対策

自社株式は、原則として、次の２つの方式で評価（どちらか一方、または加重平均）されま

す。株価対策は、経営に悪い影響を与えない範囲で、グループ内事業再編・利益繰延型金融商

品・役員退職金などを組合せ、利益・配当・純資産のコントロールを行い、株価を引下げる手法

です。また、本業との関連性が薄い財産（賃貸不動産や余剰資金など）がある場合には、分社手

続により切離し、本体の評価額を引下げる方法もあります。

①純資産価額方式

１株評価＝企業価値総額（資産評価総額－負債総額－含み益に対する法人税等）÷株式数

■ 会社を解散し、資産を全部売却して換金し、債務や換金に伴う法人税等を支払っても残る金

額（企業価値総額）を求め、その金額を発行済株式数で割って、１株当たりの評価額とする

方法です。

■ 実質債務超過である企業は、企業価値総額がマイナスになりますが、株主は有限責任である

ため、評価額はゼロとなります。

②類似業種比準価額方式

１株評価＝類似上場会社株価×〔（配当倍率＋利益倍率×３＋純資産倍率）÷５〕×７０％

■ 配当、利益、純資産の各倍率は、自社の１株当たりの数値を、類似業種上場会社の１株当た

りの数値で割って求めますが、配当、利益、純資産の３つのポイントで、類似業種上場会社

との経営成績の優劣を倍率化して捉えているのです。次に、利益については３、配当と純資

産については１のウエイトを置いて優劣平均倍率を求めます。そして、この優劣平均倍率を

類似業種上場会社の株価に掛けて、自社の株式価値とする方法です。

■ ７０％は、非上場会社株式の流動性の低さ（買手が限られる）を考慮した減額率であり、会社
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の規模により６０％または５０％になることもあります。

（３）株式移転対策

①後継者への移転

（２）による株価引下対策を行った場合には、自社株式の評価が再上昇する前に、後継者に売

買または贈与により移転させ、対策効果を確定させる必要があります。

一方、自社株式の評価額が高額でなく株式引下対策の必要がない場合でも、現経営者の存命中

に後継者の経営権を確保したり、自社株式の評価額の値上がりによる悪影響を避けるため、現経

営者の存命中の移転が必要なケースが多くあります。推定相続税額が低いか、ない場合であれ

ば、２，５００万円までの贈与財産特別控除額の適用が受けられる「相続時精算課税制度」を受け

て、贈与税の負担を軽減することも可能です。

どちらにしても、後継者の購入資力や贈与税の負担能力を考慮し、必要に応じ何年かに分け

て、売買または贈与により移転するのが一般的です。

なお、自社株式の評価額が高額で、株式移転対策を実行しても全部を移転しきれない場合もあ

ります。後継者は、相続の遺産分割協議を通じて、残りの自社株式を取得することになります

が、相続人間で遺産争いが懸念される場合には、遺言により残りの自社株式を後継者に取得させ

ることを検討しなければなりません。

②後継者の自社株式購入資金の調達

売買による移転を急ぐ必要があり、しかも売買金額が高額になる場合には、後継者が購入資金

を金融機関から借入れて実行することも視野に入れなければなりません。円滑な事業承継は、国

の重要な中小企業支援施策となっていますので、民間の金融機関が後継者への融資を前向きに検

討するケースも増えています。

（４）金庫株を活用した納税資金対策

（３）の株式移転対策を実行しても全部を移転しきれない場合には、現経営者の死亡時に相続

税が発生することがあります。もし会社に資金力がある場合には、金庫株により相続人である後

継者に資金を還流させ、相続税納税の財源にする方法があります。

発行会社にその発行株式を譲渡するのが金庫株です。通常は、株主に対し、当初出資金額を超

える部分について、配当所得として最高５０％（平成２７年分以降は５％アップ）の所得税・住民税

が課税されます。
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しかし、相続開始後３年１０ヶ月以内であれば、譲渡所得として２０％の分離課税（所得税１５％・

住民税５％）となりますので、相続発生後の金庫株は、相続税納税資金の捻出手法の１つとして

検討する価値があります。

４．事業承継に関連した相続税対策のトピックス

最後に、相続税対策に影響を及ぼしそうな制度改正などがありましたので、最近のトピックス

として次の３つのテーマを取り上げます。

（１）使い勝手が向上した事業承継税制

事業承継税制は、①役員に就任している親族承継人が、②代表権と最多議決権（その親族承継

者を除いて）を持つ経営者から相続により取得した、③発行済株式総数の２／３（約６７％）まで

の一族支配中小企業株式について、④８０％相当の相続税額を猶予し、⑤少なくとも５年間は８０％

以上の雇用継続のうえ承継人自らが代表者となって経営し、⑥その株式を保有し続ければ、猶予

相続税額を免除（経営破綻時も免除）する制度です。

平成２５年度の税制改正で次の改正が行われ、自社株式の評価額が非常に高いケースなどにおい

ては、検討に値する制度となりました。

ア）相続開始前に経済産業大臣の事前確認を受ける手続が不要となり、事後的な認定手続で適用

可能となりました。従来は、現経営者が相続税対策に非協力的である場合、事前確認手続を

進められず、特例適用が困難でしたが、相続発生後、後継者の意思だけで特例選択が可能と

なりました。

イ）８０％以上の雇用継続要件は毎年ではなく５年間平均で満たせば良いことになりました。

ウ）親族外の後継者でも特例適用が可能となりました。

エ）贈与猶予制度の場合、贈与者が「代表権を持たない役員」として引続き経営に関わることが

可能となりました。

（２）医療法人の持分の問題

出資持分の定めのある医療法人の相続税対策の基本は、下表の社会医療法人認定・特定医療法

人承認を受けるか、私的支配から脱却した「持分の定めのない医療法人」に移行することです。

移行するためにはそれ相当の時間が必要ですが、これまでの税制では、移行が完了するまでの

間に相続が発生すると、せっかくの準備にも拘わらず、相続税が課税されてしまいました。そこ

で、３年以内に適切に移行すると認定できる医療法人については、移行するまでの間に相続が発

生した場合、相続税を猶予し、認定移行期限までの移行を完了した段階で、相続税を免除する制

度が創設されました。
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医療法人の類型

① 財団たる医療法人

②
社団たる
医療法人

出資持分の定めのある
医療法人（新設不可）

出資額限度法人

上記以外の法人

出資持分の定めのない
医療法人

社会医療法人
（社会的事業要件が厳しく移行のハードルが高い：医療保

健事業は法人税等が非課税）

特定医療法人
（給与年収が３，６００万円に制限、承認権者が国税庁長官なの

で敬遠される）

上記以外の一般医療法人

なお、移行については、要件を満たさなければ、医療法人自身に贈与税が課税されると言う大

きなリスクがありますので、慎重に進めることが重要です。

（３）財政が悪化した厚生年金基金の加入企業

一昨年の１月に表面化した「AIJ投資顧問」による預かり運用資産の消失により、厚生年金基

金の財政悪化が社会問題化しました。様々な議論を経て、厚生年金保険法が改正され、財政が悪

化した厚生年金基金は５年以内に解散を余儀なくされ、厚生年金の代行部分の返上のために不足

する金額については、加入企業間で分担する（連帯負担責任は解除）ことになります。

分担金は最長３０年の分割納付が認められたものの、加入企業は、利益の中から納付資金を捻出

するしか方法がなく、多額の積立不足が生じている厚生年金基金の加入企業は、非常に厳しい経

営局面を迎えることとなります。

自社株式の評価額の高い企業にとって唯一の救いは、分担金の債務計上により、評価額が大幅

に下がる可能性があることであり、後継者への移転の絶好のチャンスとなるかもしれません。
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（左）横内会長、（右）コリンズ臨時代理大使

平成２６年７月８日�に北海道と欧州連合（EU）諸国との経済・文化交流の拡大を目的とする北海道
EU協会が設立されました。

１．協会設立の意義
北海道では、近年国際化へのニーズが確実に高まってきており、東アジア地域を中心に海外展開の動

きが活発になっています。一方で、欧州との繋がりは文化面や個人的な交流が中心となり、EUを一つ
の経済地域として意識した取り組みは多くなかったのが現実です。
北海道は、「食」の輸出と「観光」客の取り込みを重点分野と位置づけており、２０１５年のミラノ万博

や２０２０年の東京五輪に向けて、引き続き世界中の地域と文化のみならず経済的な交流の動きを加速して
いく必要があります。
日本国内には、東北地方から九州地方まで既に１３のEU協会があり、文化交流を中心に相互理解を深

めるため様々な活動を行っていますが、このような状況の下、北海道にもEUとの経済・文化交流を促
進する組織として、駐日欧州連合（EU）代表部が後援するEU協会を設立しようという機運が高まって
まいりました。
北海道－EU地域間の経済・文化交流の拡大に向け、協会の設立発起人には、経済産業省北海道経済

産業局、北海道、札幌市をはじめ、各経済団体のほか、大学、マスコミ関係者、EUと関係の深い地元
企業等が名を連ね、北海道EU協会の設立に至りました。

２．設立総会
設立総会は、法人会員・個人会員の事前申込のあった７０余名のご出席をいただき、開催されました。
駐日欧州連合代表部のメイヴ・コリンズ臨時代理大使のご臨席をいただき、滞りなく議案の審議が行

われ、会長、副会長ほか役員が選出されました。
会 長 株式会社北洋銀行 取締役会長 横内 龍三
副会長 駐日欧州連合代表部 広報部長 セーラ・ウテン

西山製麺株式会社 代表取締役社長 西山 隆司
株式会社セイコーマート

代表取締役社長 丸谷 智保
また、EU代表部と北海道EU協会の間で協会設立の覚書が調
印されました。

３．設立記念セミナー
総会に続き、２名の講師によるセミナーが行われました。１２０余名のご参加をいただき、盛会となり
ました。各講演の要旨は以下の通りです。

�「欧州連合の現状と将来性」
駐日欧州連合代表部・臨時代理大使 メイヴ・コリンズ氏

・今年で駐日欧州連合代表部が設立されて４０周年を迎えた。設立当時は貿易摩擦等、通商・経済問題
への対応が中心であったが、以来、我々の関係はより広範なものへ、より協力的なものへと大きく
変わってきた。

・EU側としても、東欧諸国のEU加盟を経て、従来の通商・経済問題に加え、外交安全保障、開発援
助、地球温暖化、サイバーセキュリティ、人道援助等、その役割は多岐に亘るようになってきた。

・昨年、日本とEUはFTA（自由貿易協定）、SPA（戦略的連携協定）締結に向けた交渉を持つことで
合意し、さらに深いレベルに進もうとしている。

・日本とEU間の貿易のポテンシャルは大きいと考えている。FTAの交渉は関税に加え、数量制限、

インフォメーション

「北海道EU協会」設立について

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１７／本文　※柱に注意！／０３０～０３１　インフォメーション  2014.07.18 16.58.20  Page 30 



インフォメーション

― ３１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年８月号

輸入手続、公共入札へのアクセス等、非関税障壁も含めた多岐に亘るものであり、今現在東京で６
回目の交渉が行われている。

・食品加工品の分野で日本とEUで競合するケースは非常に少なく、むしろ相互補完的なものになる
と考えている。

・特にEUのGI（地理的表示、一定の条件を満たした産地表示）を日本の制度として導入することを
働きかけている。生産地、品質、安全性を保証するものとして、生産者、消費者ともにメリットが
ある。

・FTA交渉の一年目は、包括的かつ質の高い協定を結ぶ上で良い土台を形成できたと考えている。全
EU加盟国からも交渉継続の権限が譲渡されている。残念ながら来月で日本を離れるが、次回皆さ
んとお会いする際には、さらに良い報告ができるよう今後も努力していきたい。

�「欧州連合と北海道との連携の可能性」
国際大学特別招聘教授 林 秀毅氏

・EUは、欧州石炭鉄鋼共同体の創設提唱を契機に発展を遂げ、現在は２８カ国が加盟している。
・日本とEUの間でFTA（自由貿易協定）の締結準備が進められており、貿易・投資の相互促進が期
待される。起点となる分野は食品・農産品、家具、住宅などが考えられる。EU規格への理解も必
要である。

・欧州において日本文化への関心が近年急速に高まっている。「北海道ならでは」の魅力を伝えていく
ことが重要。交流が活発化すれば航空路線の実現も見えてくる。

・北海道EU協会の今後の展開として、特に下記三点が重要と考えられる。
①北海道内の官民一体となった協力関係の構築
②在京関連機関（駐日欧州連合代表部、欧州ビジネス協議会、日欧産業協力センター）との協力支
援体制の構築
③全国各地のEU協会・教育機関（EUインスティテュート）との連携構築

・北海道EU協会は北海道全域をカバーする産学連携の初の包括的な公式拠点であり、欧州関連機関
との幅広い交流を行うプラットフォームの役割を果たしつつ、経済・ビジネスと文化・学術の両面
から欧州との関係強化を担う組織として期待される。

北海道EU協会では、法人・個人の会員を募集しています。皆さまのご参加をお待ちしております。
詳細は、協会事務局まで。

北海道EU協会・会員募集のお知らせ

■活動内容：セミナー開催、広報誌の発行、EU諸国との交流サポート等
■会員募集：広く道民、企業、団体など皆さま方にご案内を申し上げます。

平成２６年７月８日現在：法人会員４０社、個人会員５２名
■年 会 費：法人会員：１口２０，０００円、個人会員：１口３，０００円
■入会方法：事務局までお問い合わせください。

北海道EU協会事務局
株式会社北海道二十一世紀総合研究所内（担当：菅原）
札幌市中央区大通西３丁目１１番地北洋ビル６階
TEL：０１１―２３１―３０５３ FAX：０１１―２３１―３１４３
Email：euhokkaido@htri.co.jp
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夏には気温が４０度近くまで上昇する上海では、涼しくて空気のおいしい北海道への憧れは非常に強
く、実際に訪れた事があるという声もよく聞かれるようになっています。実際、北海道においても中国
人観光客の姿を見かけたり、中国語を耳にしたりする機会が増えているのではないでしょうか。
日本政府観光局（JNTO）が中国の主要な旅行会社を対象に実施したアンケートによると、２０１４年に

自社で送客する訪日旅行者数が「過去最高と同程度以上」になると回答した企業は８５％に上りました。
また、駐上海日本領事館による中国人向け個人観光ビザの発給件数が過去最高を更新するなど、団体旅
行とは一味違った自由な旅行を楽しむ人も増えています。
北海道を訪れる中国人観光客も年々増加しており、平成２５年度に札幌市に宿泊した中国人の数は前年

度比で４８．５％増と大幅に増加しています。中国のあるインターネット旅行会社が調査した旅行目的地の
人気ランキングでは、モルディブ、プーケットなどの著名な観光地に並んで、日本で唯一北海道が７位
にランクインするなど、北海道人気の高さを裏付ける結果となりました。
そのような状況の中、５月９日～１１日に開催された「上海世界旅遊博覧会（WTF）」においても北海

道の人気・知名度は非常に高く、北海道ブースに「ベイハイダオ（北海道の中国語読み）だ！」と声を
上げながら駆け寄ってくる人を目にしたり、用意していたパンフレットが不足するなど、予想を上回る
人気となりました。
ブースでは「自転車で北海道を周遊したい」、「自分で立てた日程を検証して欲しい」など個人旅行に

関する質問が多く寄せられました。また、中国の大型連休（国慶節：１０月、春節：１月中旬～２月中旬
頃）や学生の夏休み（７、８月）に合わせて旅行を計画している人が多く、中国人に観光地として魅力
を強くアピールするためには、これらの時期に対応したイベントの開催や、個人旅行者に配慮した情報
発信を行う必要性を実感しました。
また、博覧会に来ていた旅行会社の担当者によると、東京－富士山－京都・大阪といった、いわゆる

ゴールデンルートを巡る商品は依然として人気が高いですが、訪日リピーターの増加に伴い、ゴールデ
ンルート以外を訪れる商品への関心が急速に高まっているとのことです。
なかでも、羽田や成田から格安航空会社（LCC）を利用して各地方を巡るプランが注目されているよ

うです。道内においても、従来は外国人をあまり見かけなかったエリアで中国人観光客が増加する、と
いった事が期待されます。
中国人観光客の目的地が多様化し、個人旅行客が増加する中、今まではあまり目立たなかった問題も

顕在化しつつあります。たとえば通信手段の問題です。中国人にとって、SNSを利用して知人に観光情
報を発信することは、日本人が考える以上に重要度が高くなっています。また、旅先で美味しいレスト
ランや、ガイドブックに乗っていない観光資源を調べるニーズは、個人旅行者の増加とともにますます
増大するものと思われます。Wi-Fiの利
用環境が不充分なままであれば、旅行目
的地としての評価を落とすことにもなり
かねません。
今や北海道には年間１００万人を超す外

国人旅行者が訪れるようになりました
が、何度も足を運んでくれるリピーター
を増やすためには、個人旅行客を意識し
た情報発信やWi-Fiなどの環境整備が今
後ますます重要になってくるのではない
でしょうか。

アジアニュース

中国人の個人旅行熱について

来場者で賑わう上海世界旅遊博覧会（WTF）の北海道ブース

北洋銀行上海駐在員事務所 副所長

菅野 純
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４０７ ７１～１９２ ２４９ ２３５ ２０７～３１８

牛乳 １リットル 現地産 ２２０～４９９
４０

（２４３ml）
１２４

２５１
（８３０ml）

１５９～２９４

じゃがいも ０．５kg 現地産 １０９～２１２ １９～１１２ １８７
９３

（アメリカ産）
８１

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １２７ ２５７
２７４

（１個）
１２１

（１個）
２２３

（中国産）

小麦粉 １kg １４０ ２２６ １４３ ２１１ １２６

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ９４ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ８９ １４９ ３０８ ２５２

カップラーメン １個 日本メーカー製 ７８ １０６ ２３４ １２９ ３８４

ミネラルウォーター ５５０ml ２４ ２２ ２１ １２５ ４５～１０５

コーラ ３３０ml コカコーラ ３４ ３９ ４３ ６８ １１１

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２７７ ２６９ ６２４ ３８１ －

タクシー初乗り ２２８ １６３ １０９ ２７５ ４５０～６００

ガソリン １リットル レギュラー １２２ １２６ １３１ １７８ １０５

トイレットペーパー １０巻 日本製
２１３

（現地製４巻）
４４８

４３６
（現地製）

５２７
３７８

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１０６

（現地製）
７７

（現地製）
２９６ ２５７ １５０

洗濯洗剤 １kg 日本製
２２６

（現地製）
１９４

（現地製）
３７４ ２２７ ８１０

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １６３ ２４４ ２４９ ３２４ ６００

電気料金 １kwh 住居用 １０ ８ ４６ ２１ １０

水道料金 １� 住居用 ３１ ５０ ３１ ９４ ９２

新聞 １部 一般紙 １６ １６ １５ ７３ ７２

バス 市内均一区間 ３２ １６～３２ ２４ ８１～１７０ ４５

地下鉄 初乗り ４８ － ６８ ８９～１９４ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ８１，５３３ ８６，２４７ ７３，７８８ ８０，１８６ ８６，９７０

基本料金／月 ７５０ ９４５ ２，４９６ ４，３９９ ４，５００

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動８９７～２，２８３９７８～１，１４１６２４～１，４０４ ９３３ ６００～１，２００

現地価格調査（２０１４年７月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１４年６月３０日仲値
１中国元＝１６．３１円 １タイバーツ＝３．１２円 １シンガポールドル＝８１．１６円 １ロシアルーブル＝３．００円
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．９ △２．８ ９８．７ △１．４

２５年１～３月 １００．３ ３．７ ９４．６ ０．５ １０１．７ ３．８ ９６．５ ３．３ １０５．７ △２．５ １０７．２ △２．９
４～６月 １００．４ ０．１ ９６．１ １．６ １００．１ △１．６ ９５．５ △１．０ １０６．９ １．１ １０７．６ ０．４
７～９月 １０１．１ ０．７ ９７．８ １．８ １０１．２ １．１ ９６．６ １．２ １０６．５ △０．４ １０７．５ △０．１
１０～１２月 １０１．９ ０．８ ９９．６ １．８ １０２．５ １．３ ９９．１ ２．６ １０７．５ ０．９ １０５．５ △１．９

２６年１～３月 １０１．９ ０．０ １０２．５ ２．９ １０２．６ ０．１ １０３．７ ４．６ １０２．７ △４．５ １０５．７ ０．２
２５年 ５月 １０１．１ １．２ ９７．７ ２．１ １０１．４ ０．６ ９６．４ ０．７ １０３．３ △０．４ １０７．５ ０．４

６月 １００．１ △１．０ ９５．０ △２．８ ９８．０ △３．４ ９４．５ △２．０ １０６．９ ３．５ １０７．６ ０．１
７月 １０１．０ ０．９ ９７．６ ２．７ １０１．３ ３．４ ９６．０ １．６ １０５．４ △１．４ １０８．４ ０．７
８月 １００．７ △０．３ ９７．１ △０．５ １００．５ △０．８ ９６．１ ０．１ １０６．５ １．０ １０７．６ △０．７
９月 １０１．６ ０．９ ９８．６ １．５ １０１．９ １．４ ９７．７ １．７ １０６．５ ０．０ １０７．５ △０．１
１０月 １０１．４ △０．２ ９９．２ ０．６ １００．９ △１．０ ９９．０ １．３ １０８．１ １．５ １０７．２ △０．３
１１月 １０１．８ ０．４ ９９．５ ０．３ １０３．０ ２．１ ９９．１ ０．１ １０７．４ △０．６ １０５．７ △１．４
１２月 １０２．５ ０．７ １００．０ ０．５ １０３．６ ０．６ ９９．３ ０．２ １０７．５ ０．１ １０５．５ △０．２

２６年 １月 １０３．２ ０．７ １０３．９ ３．９ １０４．３ ０．７ １０４．４ ５．１ １０６．１ △１．３ １０５．１ △０．４
２月 １００．３ △２．８ １０１．５ △２．３ １０１．８ △２．４ １０３．４ △１．０ １０６．０ △０．１ １０４．２ △０．９
３月 １０２．２ １．９ １０２．２ ０．７ １０１．８ ０．０ １０３．２ △０．２ １０２．７ △３．１ １０５．７ １．４
４月 r ９６．１ △６．０ r ９９．３ △２．８ r ９２．６ △９．０ ９８．０ △５．０ r１０３．５ ０．８ １０５．２ △０．５
５月 p９８．２ ２．２ p９９．８ ０．５ p９５．７ ３．３ p９６．８ △１．２ p１０３．９ ０．４ p１０８．３ ２．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３２ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９２４ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８

２５年１～３月 ２３０，３７７ ０．４ ４７，７１０△０．８ ５２，４０６ △０．２ １６，４６５ ０．６ １７７，９７１ ０．６ ３１，２４６ △１．５
４～６月 ２３４，１９０ １．６ ４７，７８１ １．４ ４９，９３７ ２．２ １５，９９２ ３．０ １８４，２５３ １．５ ３１，７８９ ０．７
７～９月 ２３２，６２１ １．４ ４８，００９ ０．５ ４９，７６８ △０．２ １５，５０４ ０．４ １８２，８５３ １．８ ３２，５０５ ０．６
１０～１２月 ２６２，６４３ １．３ ５４，２７３ １．０ ６０，８７５ ０．８ １９，２３５ １．０ ２０１，７６８ １．４ ３５，０３９ １．０

２６年１～３月 ２４７，８９９ ７．６ ５１，３６８ ６．９ ５８，０２１ １０．７ １８，１９３ １０．５ １８９，８７８ ６．７ ３３，１７５ ５．０
２５年 ５月 ７７，６８１ ０．８ １５，８８９ ０．８ １６，３６３ ０．９ ５，２５２ ２．４ ６１，３１８ ０．７ １０，６３７ ０．１

６月 ７９，２１１ ４．７ １６，３８５ ４．５ １７，２２１ ６．７ ５，５８６ ７．１ ６１，９９０ ４．２ １０，７９９ ３．２
７月 ７９，９２９△０．７ １７，１２７△０．７ １７，９１４ △４．９ ６，０４１ △２．７ ６２，０１５ ０．６ １１，０８６ ０．４
８月 ７８，９３３ ２．０ １５，８２３ ０．９ １５，６８４ １．３ ４，６５３ ２．４ ６３，２４９ ２．２ １１，１７０ ０．２
９月 ７３，７５９ ２．９ １５，０５９ １．７ １６，１７０ ４．０ ４，８１１ ２．５ ５７，５８９ ２．６ １０，２４８ １．２
１０月 ７７，８９０ ０．７ １５，９１１ ０．８ １７，５５５ △１．１ ５，３０３ △０．９ ６０，３３６ １．２ １０，６０８ １．６
１１月 ７９，５８５ ２．０ １６，９６３ １．２ １８，３４３ ２．４ ６，１０８ ２．１ ６１，２４２ １．９ １０，８５５ ０．８
１２月 １０５，１６８ １．１ ２１，３９９ ０．９ ２４，９７７ ０．９ ７，８２４ １．４ ８０，１９０ １．２ １３，５７５ ０．７

２６年 １月 ８０，９７０ １．９ １７，１１７ ０．７ １８，８３５ １．６ ６，０４９ ２．４ ６２，１３５ ２．０ １１，０６８ △０．２
２月 ７２，２４０ ４．２ １４，６９０ ２．４ １５，６７７ ５．２ ４，７８５ ２．５ ５６，５６４ ４．０ ９，９０５ ２．３
３月 ９４，６８８ １６．０ １９，５６２ １７．０ ２３，５０８ ２３．９ ７，３５９ ２５．０ ７１，１８０ １３．６ １２，２０２ １２．６
４月 r ７２，８９４△５．７ r １４，６７７△６．１ １４，０５８ △１４．０ r ４，６１１ △１０．５ r ５８，８３６ △３．５ r １０，０６６ △３．９
５月 p ７７，３９４△０．４ p １５，９２９△０．５ p １５，５６２ △４．９ p ５，１１２ △２．７ p ６１，８３２ ０．８ p １０，８１６ ０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年８月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１７／本文　※柱に注意！／０３４～０３７　主要経済指標  2014.07.17 16.39.50  Page 34 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ △０．１ ９９．８ △０．８ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ １０１．５ ０．０ １００．４ ０．８ １００．２３ １４，８２８

２５年１～３月 １１６，０１６ ２．５ ２２，６８４ ３．０ １００．３ ０．３ ９９．３ △０．３ ９２．３８ １２，３９８
４～６月 １２４，５２７ ２．９ ２４，３１３ ４．２ １００．８ ０．３ ９９．９ ０．０ ９８．７４ １３，６７７
７～９月 １３６，９４８ １．９ ２６，３４０ ４．３ １０１．４ １．４ １００．３ ０．７ ９８．９４ １４，４５６
１０～１２月 １２９，８０８ ２．１ ２５，３８７ ５．１ １０２．０ １．８ １００．７ １．１ １００．４５ １６，２９１

２６年１～３月 １２０，１８９ ３．６ ２４，１３７ ６．４ １０１．８ １．５ １００．６ １．３ １０２．７８ １４，８２８
２５年 ５月 ４１，９７３ ２．６ ８，２５２ ４．２ １００．７ ０．２ １００．０ ０．０ １０１．０８ １３，７７５

６月 ４３，３５５ ４．４ ８，２７２ ５．８ １０１．０ ０．８ １００．０ ０．４ ９７．４３ １３，６７７
７月 ４６，９５７ ３．２ ９，０１４ ４．８ １０１．０ １．２ １００．１ ０．７ ９９．７１ １３，６６８
８月 ４７，２１９ ２．３ ９，０４７ ４．３ １０１．２ １．３ １００．４ ０．８ ９７．８７ １３，３８９
９月 ４２，７７２ △０．１ ８，２８０ ３．８ １０１．９ １．５ １００．５ ０．７ ９９．２４ １４，４５６
１０月 ４３，１０３ １．７ ８，４２６ ４．６ １０１．９ １．６ １００．７ ０．９ ９７．８５ １４，３２８
１１月 ４１，８３６ ３．６ ８，１９８ ５．９ １０２．０ １．９ １００．７ １．２ １００．０３ １５，６６２
１２月 ４４，８６９ １．０ ８，７６３ ４．９ １０２．０ １．８ １００．６ １．３ １０３．４６ １６，２９１

２６年 １月 ４０，１５３ ２．４ ７，９４６ ５．４ １０１．７ １．８ １００．４ １．３ １０３．９４ １４，９１５
２月 ３７，３５７ ２．９ ７，４６８ ６．２ １０１．６ １．２ １００．５ １．３ １０２．１３ １４，８４１
３月 ４２，６７９ ５．４ ８，７２３ ７．６ １０２．１ １．５ １００．８ １．３ １０２．２７ １４，８２８
４月 ３９，５８４ １．０ ８，１１３ ４．２ １０４．４ ３．７ １０３．０ ３．２ １０２．５６ r１４，３０４
５月 ４３，９５９ ４．７ ８，７７９ ６．４ １０４．８ ４．１ １０３．４ ３．４ １０１．７９ １４，６３２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０

２５年１～３月 ４９，７９６ △７．２ １４，４１４ △１２．７ １８，２２１ △１４．０ １７，１６１ ７．７ １，３１５，６４６ △９．２
４～６月 ４６，４４５ △０．９ １２，２８２ △０．９ １７，５５７ △４．２ １６，６０６ ２．８ ９９５，６９８ △７．５
７～９月 ４９，６３９ ８．４ １３，１６８ ０．５ １８，０９８ △１．０ １８，３７３ ２７．６ １，１５８，６３２ １．７
１０～１２月 ４１，４３３ ２０．５ １１，８２７ ２８．１ １３，６９７ ０．１ １５，９０９ ３８．７ １，０９２，３０６ ２０．３

２６年１～３月 ６１，４６４ ２３．４ １８，２６４ ２６．７ ２０，２６３ １１．２ ２２，９３７ ３３．７ １，５９０，１１０ ２０．９
２５年 ５月 １３，８７７ △０．８ ３，７７３ １．１ ４，９５６ △２．５ ５，１４８ △０．６ ３０８，４３６ △８．７

６月 １７，８０５ △３．３ ４，６３９ △６．９ ６，６８８ △７．９ ６，４７８ ４．９ ３７８，７０６ △１２．５
７月 １８，８６２ ０．６ ４，９０８ △３．９ ７，３９６ △５．２ ６，５５８ １２．３ ４０１，９３７ △９．７
８月 １２，７９７ ３．１ ３，４６０ △２．６ ４，６２１ △０．７ ４，７１６ １２．０ ３１０，６９１ △１．６
９月 １７，９８０ ２３．０ ４，８００ ８．０ ６，０８１ ４．３ ７，０９９ ６３．５ ４４６，００４ １８．１
１０月 １４，０６１ １４．３ ３，８６３ ２３．７ ５，２０４ ２．６ ４，９９４ ２１．５ ３５４，４９６ １８．４
１１月 １４，８５８ １７．９ ４，２５５ ２４．３ ４，８３２ △２．３ ５，７７１ ３６．３ ３７８，５９６ １６．７
１２月 １２，５１４ ３１．９ ３，７０９ ３８．０ ３，６６１ △０．２ ５，１４４ ６４．６ ３５９，２１４ ２６．５

２６年 １月 １５，４１２ ３８．１ ４，６１７ ５０．５ ４，８３６ ２４．４ ５，９５９ ４１．７ ４３３，６１６ ３０．６
２月 １７，９２４ ２８．８ ５，１６９ ３１．３ ５，７１１ １６．４ ７，０４４ ３９．０ ４９０，５０９ １８．８
３月 ２８，１２８ １３．８ ８，４７８ １４．４ ９，７１６ ３．１ ９，９３４ ２６．０ ６６５，９８５ １６．７
４月 １３，３７０ △９．４ ３，３５５ △１３．３ ５，０５３ △１４．５ ４，９６２ △０．４ ２９２，８２５ △５．１
５月 １３，４８２ △２．８ ３，５１４ △６．９ ４，４８２ △９．６ ５，４８６ ６．６ ３０４，３７０ △１．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ３５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年８月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８６９ １０．５ ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ９７，０３０ １１．５

２５年１～３月 ５，４３９ ５．６ ２，０９７ ５．１ １０１，８０６ △２０．７ ２５，０８４ △６．０ ２３，２０２ △４．６
４～６月 ９，７８９ ５．５ ２，４１３ １１．８ ３５０，１８８ １９．９ ４０，７００ ２５．２ ２２，８４９ ６．４
７～９月 １０，４８４ ３．９ ２，５７３ １３．３ ３５１，７８９ ２９．０ ４３，２２７ ２２．５ ２４，１７５ ９．６
１０～１２月 ９，６８５ △９．６ ２，７１３ １２．９ １２４，２５３ １３．２ ３２，４８１ ５．０ ２３，００６ １３．３

２６年１～３月 ５，００９ △７．９ ２，１６９ ３．４ １２１，５５０ １９．４ ２９，３０３ １６．８ ２７，００１ １６．４
２５年 ５月 ２，８７８ ５．８ ７９８ １４．５ １１５，９９８ ４０．８ １０，８４２ ２４．８ ７，４８２ １６．５

６月 ３，５６４ ９．４ ８３７ １５．３ １２６，８５３ ４０．１ １３，８６８ ２１．７ ８，４１６ ４．９
７月 ３，１００ △６．７ ８４５ １２．０ １６０，２０２ ４７．８ １５，７２５ ２９．４ ７，１３６ ６．５
８月 ３，４８６ ０．４ ８４３ ８．８ １０３，６２８ ７．６ １２，２６７ ７．９ ７，０６０ １０．３
９月 ３，８９８ １８．１ ８８５ １９．４ ８７，９５９ ２９．１ １５，２３５ ２９．４ ９，９７８ １１．４
１０月 ３，６１２ △１６．１ ９０２ ７．１ ６６，５９１ ９．５ １４，２０５ ３．５ ７，３４２ １７．８
１１月 ２，５２０ △２８．３ ９１５ １４．１ ３５，６０８ ２１．８ ９，４１６ ４．９ ７，７３４ １６．６
１２月 ３，５５３ ２２．８ ８９６ １８．０ ２２，０５４ １１．７ ８，８６０ ７．５ ７，９３０ ６．７

２６年 １月 １，２６６ △１０．０ ７７８ １２．３ １０，２３３ △１９．３ ７，７７６ ２８．８ ６，６０３ ２３．６
２月 １，３２２ △１１．６ ６９７ １．０ １３，１５８ △２５．９ ６，９５９ ３．７ ７，００４ １０．８
３月 ２，４２１ △４．５ ６９４ △２．９ ９８，１５９ ３７．５ １４，５６８ １８．１ １３，３９３ １６．１
４月 ３，２３６ △３．３ ７５３ △３．３ １６１，５４３ ５０．５ １７，５８３ １０．０ ８，１７１ １７．６
５月 ２，５５９ △１１．１ ６７８ △１５．０ １２５，１９６ ７．９ １３，１２６ ２１．１ ６，４１４ △１４．３

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証�ほか２社 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７９１ △３．８ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，７２２ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８
２５年度 １２，２７８ ４．７ ０．７４ ０．８７ ４．５ ３．９ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１

２５年１～３月 ２，５１６ ２．５ ０．６４ ０．８２ ５．０ ４．２ １１０ △１８．５ ２，７７９ △１２．７
４～６月 ２，８５２ ６．０ ０．６２ ０．７４ ５．１ ４．２ ９６ △２２．６ ２，８４１ △９．１
７～９月 ３，８３２ ４．０ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．０ ７６ △２９．６ ２，６６４ △８．９
１０～１２月 ２，９４５ ４．１ ０．８０ ０．９４ ４．４ ３．７ ６９ △２３．３ ２，５７１ △１１．０

２６年１～３月 ２，６４８ ５．３ ０．８１ １．００ ４．６ ３．７ ９２ △１６．４ ２，４６０ △１１．５
２５年 ５月 ９９０ ７．５ ０．６１ ０．７３ ５．１ ４．２ ３１ △２４．４ １，０４５ △８．９

６月 １，０７８ ６．１ ０．６５ ０．７５ ↓ ３．９ ３４ △１９．０ ８９７ △８．０
７月 １，１８４ ５．１ ０．７０ ０．８０ ↑ ３．９ ２７ △１８．２ １，０２５ △０．０
８月 １，４２９ ２．９ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．１ ２７ △３４．１ ８１９ △１５．３
９月 １，２１９ ４．２ ０．７７ ０．８８ ↓ ３．９ ２２ △３５．３ ８２０ △１１．９
１０月 １，１１２ ３．８ ０．７９ ０．９１ ↑ ４．０ ２６ △２３．５ ９５９ △７．３
１１月 ９０７ ４．８ ０．８１ ０．９４ ４．４ ３．８ ２５ △１９．４ ８６２ △１０．５
１２月 ９２６ ３．６ ０．８０ ０．９７ ↓ ３．４ １８ △２８．０ ７５０ △１５．７

２６年 １月 ８４５ ８．６ ０．７９ ０．９９ ↑ ３．７ ３２ １４．３ ８６４ △７．４
２月 ８２７ ０．４ ０．８２ １．０１ ４．６ ３．６ ２０ △４８．７ ７８２ △１４．６
３月 ９７６ ６．８ ０．８２ ０．９９ ↓ ３．８ ４０ △７．０ ８１４ △１２．３
４月 ７８６ ０．２ ０．７６ ０．９０ － ３．９ ３２ ３．２ ９１４ １．６
５月 ９９１ ０．１ ０．７６ ０．８８ － ３．６ １９ △３８．７ ８３４ △２０．１

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■「r」は修正値。 ■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ３６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年８月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，９０６ １７．５ ７０８，５７４ １０．８ r１，９１４，８０３ １２．７ ８４６，１２９ １７．４

２５年１～３月 １０９，９８８ １７．８ １６３，５２１ １．２ ５１０，７３１ ９．５ １９１，１５４ ８．０
４～６月 １１０，８２２ １５．５ １７５，９９６ ７．０ ４３４，６０７ １６．５ １９６，４８８ １０．３
７～９月 １１２，８５７ ２３．２ １７７，１１６ １２．７ ４４３，８５８ １６．２ ２０６，５８７ １７．５
１０～１２月 １２１，７７９ １７．２ １８１，１１０ １７．４ ５０８，８９２ １７．５ ２１８，１９６ ２４．１

２６年１～３月 １２６，４４８ １５．０ １７４，３５３ ６．６ r ５２７，４４６ ３．３ ２２４，８５８ １７．６
２５年 ５月 ３３，８９２ ２２．３ ５７，６５２ １０．１ １５２，３８８ ２７．９ ６７，５６５ １０．０

６月 ３８，０１３ ２８．９ ６０，５８６ ７．４ １１５，１４８ １０．１ ６２，３９１ １１．７
７月 ３６，６０８ ９．０ ５９，５８５ １２．２ １３２，７１９ １６．２ ６９，９１０ １９．７
８月 ３６，４４９ １４．２ ５７，８２１ １４．６ １６６，０２７ １８．６ ６７，５３５ １６．２
９月 ３９，７９９ ５２．３ ５９，７１０ １１．４ １４５，１１３ １３．８ ６９，１４２ １６．７
１０月 ４０，３０６ １．０ ６１，０３０ １８．６ １７０，７８０ １４．５ ７２，０３４ ２６．３
１１月 ３６，８５８ １５．９ ５８，９８８ １８．４ １６３，７８６ ２１．２ ７１，９９９ ２１．２
１２月 ４４，６１５ ３８．６ ６１，０９２ １５．３ １７４，３２６ １７．２ ７４，１６３ ２４．８

２６年 １月 ３３，１９３ △１．０ ５２，５２４ ９．５ ２０４，８２８ １１．４ ８０，４７４ ２５．１
２月 ４１，３４１ ４１．４ ５７，９９３ ９．８ １５４，８５９ △４．４ ６６，０４１ ９．０
３月 ５１，９１４ ９．９ ６３，８３６ １．８ r １６７，７５９ １．８ ７８，３４３ １８．２
４月 r ４４，７５８ １５．０ ６０，６７５ ５．１ r １１６，３８１ △３０．３ r ６８，８２４ ３．４
５月 p ３１，４０３ △７．３ ５６，０７４ △２．７ p ９１，４４０ △４０．０ p ６５，１８２ △３．５

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５

２５年１～３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
４～６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７～９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０～１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年１～３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
２５年 ５月 １４１，５０２ １．６ ６，３１５，５１９ ４．１ ９１，１３５ △０．９ ４，２２３，０４２ ２．７

６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７月 １４１，４５０ ２．１ ６，２８０，８７５ ４．２ ９０，８４０ △０．５ ４，２３８，６６２ ２．８
８月 １４２，８８９ ３．０ ６，２７５，３１６ ４．３ ９１，１９５ △０．１ ４，２４３，０８３ ２．９
９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０月 １４１，８６１ ２．１ ６，２８１，１４３ ４．３ ９２，６４９ ０．４ ４，２５４，９１９ ２．７
１１月 １４３，１２２ ３．１ ６，３２５，９４９ ４．５ ９２，２７４ ０．５ ４，２８２，０１６ ３．１
１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年 １月 １４１，９８８ ２．２ ６，３５４，４５９ ４．２ ９２，５４８ １．２ ４，３１０，９７７ ２．８
２月 １４２，２８６ ２．１ ６，３６０，４９１ ３．８ ９２，６０９ ０．９ ４，３１３，９４８ ２．６
３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４月 １４４，６１５ ２．０ ６，４８７，８３２ ３．１ ９３，１２６ １．０ ４，３３０，４０２ ２．６
５月 １４４，９６４ ２．４ ６，４７５，２９７ ２．５ ９３，０５１ ２．１ ４，３３４，２６４ ２．６

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ３７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年８月号
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●道内経済の動き 
●道内企業の経営動向調査 （平成26年4～6月期実績、平成26年7～9月期見通し） 
●「行政キャッシュフロー計算書」の活用拡大 
●深刻化する事業承継問題 
●「北海道EU協会」設立について 
●中国人の個人旅行熱について 
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